
1 款 1 項 1 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

153,829 153,829 153,829 153,829 153,829 769,145

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

請願・陳情受理件数 件 24 20 13 21
一般質問延べ人数 人 29 28 18 26
臨時会の開催 回 2 3 2 3
定例会の開催 回 4 4 3 4

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 159,507 178,413 92,792 174,845

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 17,897 31,816 15,908 31,816
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 2.20 4.00 2.00 4.00
人件費単価 8,135 7,954 7,954

31,816
合計 0 178,413 92,792 174,845

事業費
直接事業費 141,610 146,597 76,884 143,029
人件費 17,897 31,816 15,908

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

適正で効率的な開かれた議会運営を行う。

事業の内容

定例会・臨時会の開催、決算審査、全員協議会、議会改革特別委員会、庁舎等建設特別委員会、委員会行
政視察、行政視察受入、議長交際費、議員研修、議会広報紙の発行、政務活動費の執行を行う業務。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

政務活動費の使途基準を明確にするため、政務活動の手引きを作成し更なる議員の資質向上を図る。併せ
て、今後は政務活動費収支報告書等公表をしていく。

事業の対象 市民・議員

根拠法令等
地方自治法

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 議会事務局 電話番号（内線）： 607
記入者情報 所属長： 宮岡 崇 担当責任者： 久保田 勝広

事務事業名 議会運営事業
予算科目

総合計画での位置付け
参画と協働の郷(くに)づくり
住民自治の推進

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

　議会だよりについては、議員自らが積極的に編集に携わり、創意工夫によって市民に分かりやすい紙
面づくりができている。　議会報告会については、市内６地区中５地区で実施したが、次回は全ての地区
で実施するとともに、より多くの市民の参加が得られるよう実施方法や内容について十分検討する必要が
ある。　その他、議会基本条例の制定や議員定数の見直しなど、任期残り２年弱となった中で議会改革を
積極的に推し進め、市民に開かれた議会の実現を目指したい。

二次評価

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

　議会改革の重要項目で議会活性化の集大成である議会基本条例の制定や議員定数の見直しについ
て、議会の責務、議員の責務に基づき、議会運営の基本的事柄について、今後具体的に議論を深めてい
く必要がある。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 3

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 0 0 0 0
実　　績 0 0 0 0

成果指標

成果指標
設定しない。

指標設定の
考え方

議会運営に関するものが、主なものであり指標は設定しない。

区分年度 25年度 26年度 27年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


